
1/11 

○四万十市建設工事成績評定要綱 

平成27年６月19日 

訓令第15号 

四万十市建設工事成績評定要綱（平成25年四万十市訓令第９号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この訓令は、四万十市建設工事等検査規程（平成27年四万十市訓令第13号。以下「検査

規程」という。）第12条の規定に基づき、建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条

第１項に規定する建設工事をいう。以下「工事」という。）の成績の評定（以下「評定」とい

う。）の実施について必要な事項を定め、公共工事の品質の確保等を図るため厳正かつ的確な

評定を実施し、もって建設業者の適正な選定及び指導育成に資することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 監督職員 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第234条の２第１項

の規定に基づき、契約の適正な履行を確保するため監督に当たらせる職員をいう。 

(２) 検査職員 法第234条の２第１項の規定に基づき、土木又は建築に係る工事、設計、測量、

地質若しくは土質その他の調査等の委託契約の履行を確保するため検査に当たらせる職員で、

市長が任命した者をいう。 

(３) 契約担当課 四万十市事務執行基本規程（平成17年四万十市訓令第２号）第11条別表第

１に規定する入札及び契約を分掌する課等をいう。 

(４) 課等の長 四万十市行政組織条例（平成17年四万十市条例第11号）第１条に定める行政

組織の長（副参事（食肉センター整備推進担当）を含む。）、四万十市福祉事務所長、四万

十市議会事務局長、四万十市選挙管理委員会事務局長、四万十市監査事務局長、四万十市教

育委員会事務局の課の長及び四万十市西土佐総合支所の課等の長をいう。 

（評定の対象） 

第３条 評定を行う対象は、検査規程第３条第１号に規定する完成検査（以下「完成検査」とい

う。）を行う工事のうち、最終の請負代金額が500万円以上の工事とする。 

（評定者） 

第４条 評定を行う者（以下「評定者」という。）は監督職員及び検査職員とし、下記の区分に

よるものとする。 

第一次評定者 監督職員 

最終評定者 検査職員 

（現場の実態把握） 
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第５条 評定者は、工事の内容を把握し、粗漏な工事の防止、工事安全の確保、工事の促進等に

適切な指導と助言を行うとともに、評定の資料となる諸要素の把握に努めなければならない。 

（評定の方法） 

第６条 評定は、監督又は検査により確認した事項に基づき、評定者ごとに独立して的確かつ公

正に行わなければならない。 

２ 評定は、工事の全部が完成したときに行うものとする。 

３ 完成検査後、補修、改造、手直し等を行った場合、これら完了後の検査についての評定は行

わない。 

４ 工事成績の評定は、別に定める「工事成績採点の考査項目別運用表」により行うものとする。 

５ 第一次評定者は、完成検査の前日までに、工事成績評定表（様式第１号）（以下「評定表」

という。）を最終評定者に提出するものとする。 

６ 最終評定者は、第一次評定者から提出された評定表等に自己の評定を加え、評定点の合計を

記入するものとする。 

７ 評定の結果は、評定表及び細目別評定点表（様式第２号）（以下「評定表等」という。）に

記録するものとする。 

（評定の報告） 

第７条 最終評定者は、評定を行ったときは、評定表等を四万十市契約規則（平成17年四万十市

規則第43号）第41条第１項に規定する検査調書に付し、市長に報告しなければならない。 

２ 前項の場合、最終評定者は、評定の結果に極端な点（以下「異質な評定点」という。）が認

められるときは、その旨を併せて契約担当課の長に報告しなければならない。 

３ 前項の報告を受けた場合、契約担当課の長は、第一次評定者が所属する課等の長及び必要と

認める者に評定の内容を確認するものとする。 

４ 契約担当課の長は、前項の規定による評定の内容を確認し、その異質な評定点を修正する必

要があると認めた場合は、修正する理由を付して評定点を修正するものとする。 

（評定結果の通知等） 

第８条 市長は、評定の結果を速やかに工事成績評定通知書（様式第３号）により受注者に通知

するとともに、契約担当課において閲覧に供するものとする。 

２ 前項の通知と同時に、最終評定者は、評定の結果を工事成績評定通知書（様式第４号）によ

り第一次評定者が所属する課等の長に通知するものとする。 

３ 第１項に規定する閲覧期間は、当該工事の完成検査日の属する年度の翌年度末までとする。 

（評定の修正等） 

第９条 市長は、前条の通知をした後、当該評定を修正する必要があると認めた場合、当該評定

を修正し、遅滞なくその結果を受注者に通知するものとする。 
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２ 前項の場合、最終評定者は、評定の修正結果を第一次評定者が所属する課等の長に通知する

ものとする。 

（説明請求等） 

第10条 第８条第１項又は前条第１項の通知を受けた者は、通知を受けた日から起算して14日以

内に、工事成績評定結果説明請求書（様式第５号。以下「説明請求書」という。）により市長

に評定の内容について説明を求めることができる。 

２ 前項の規定による説明を求められた場合、市長は工事成績評定結果説明請求回答書（様式第

６号。以下「請求回答書」という。）により、前項の請求者に回答をしなければならない。 

３ 主管課等の長は、第１項の説明請求書の写し及び前項の請求回答書の写しを主管課等及び契

約担当課において閲覧に供するものとする。 

４ 閲覧期間は、第８条第３項の期間とする。 

（雑則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、工事の成績評定に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成27年７月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日訓令第３号） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日訓令第８号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年４月１日訓令第12号）抄 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日訓令第６の３号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日訓令第６号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（令和５年３月31日訓令第９号） 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第10条関係） 

様式第６号（第10条関係） 

 


